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Abstract
　This paper aims to focus on the key roles of Hong Kong and examine how it has contributed to the 
economic growth of South China over decades. Case studies are given to discuss how Japanese 
companies made the most of Hong Kong in order to expand their business in Mainland China and 
other Asian countries. The future roles of Hong Kong will also be highlighted in this paper.
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Ⅰ　はじめに1




2016 年の香港対外直接投資残高（6,213 億米ドル）に占める対中投資残高の割合は 4割を超え，一
方，同年の中国対外直接投資残高を投資国・地域別にみていくと，香港が 57.5％と最大の投資先
となっている2。2004年1月に香港は中国本土と結んだ「中国本土と香港の経済連携緊密化取り決
め」（Closer Economic Partnership Arrangement：CEPA）を実行に移し，2018 年 9 月に香港と広




ことや香港と東南アジアの自由貿易協定 FTAが 2019 年に正式に発効することにより経済成長が
続く東南アジアに香港から投資しやすくなるなど新たな成長チャンスがもたらされると香港が担
う役割が期待される。日本企業の香港でのビジネス事業も活発に展開されており，2017 年の時
点で香港における日本企業数は 1,378 社と，国・地域別とも 1位である。これまで日系製造業の
香港進出が目立ったが，近年飲食関連をはじめとするサービス産業の香港進出が急増している。









2　2017 年 9 月に香港日本人商工会議所を訪問した際に事務局から頂戴した資料に基づくものである。
3　本研究の 2012 年から 2018 年まで長期にわたる継続的なヒアリング調査やアンケート調査，資料提供にご協
力頂いた日系企業香港法人の皆様（2012 年‐2018 年 ; 深圳，香港，東京），香港日本人商工会議所元事務局長
松本氏（2017 年 5 月東京），同事務局長柳生氏（2017 年 7 月香港），香港和僑会事務局（2017 年 7 月香港，
2018 年 12 月香港），ジェトロ香港事務所中川氏（2018 年 9 月香港），香港貿易発展局桑原氏（2017 年 4 月東














され，さらに，シンガポール，台湾，韓国と肩を並べ，「アジア四小龍（Asiaʼs Four Little 
Dragons）」と称されるに至った。他方，人件費が高騰し始めた香港は，工業部門においては人
手不足の問題に直面していた6。一方，香港と隣接する広東省深圳においては「改革開放」の経済






















































































ショーテクノを設立，2006 年にはさらに名古屋市に営業所を開設し，国内の従業員数は約 70 人
である。スワコーの主要なユーザーは地元大手企業のセイコーエプソンやオリンパス光学工業等
14　みずほ銀行国際戦略情報部（2016）p.31。







え 1994 年 6 月に香港現地法人の諏訪昌香港有限公司（SWACOO（H.K）LTD）を設立した。
諏訪昌香港が設立した当初は，香港新界葵涌の工業地域で工場ビルの一角を賃借し，その 3分




















勤務する日本人 1人，香港人 9人，計 10 人の従業員の体制で運営している。香港法人の主な業
務は発注，受注，購買，包装業務など中継貿易の業務である。香港法人に勤務する日本人は現地
15　関（2002）を参照されたい。








務所と倉庫に分かれており，事務所業務においては男性 4人と女性 3人の計 7人の体制を取って













































































海外進出にも積極的であり，アメリカとイギリスに続き，1998 年に加工貿易を開始して 2000 年
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にだけ規制するのではなく中国で加工貿易をしている全ての企業が平等に受ける規制に関しては
影響を受けることはないと受け止めていた。むしろ，2007 年 7 月の米国発のサブプライム問題


























認識していた。村田社長は 2000 年に海外進出を決断した。2000 年 4 月に香港法人を設立し，プ
22　モリテックスの沿革や事業展開に関してはモリテックスの有価証券報告書を参考にした。中国華南地域へ

















内で 2000㎡ほどの工場を借り上げ，従業員約 80 人体制で月 150 万個のボンド磁石を生産してい
た。主なユーザーは広東省内や台湾，タイの日系企業である。2007 年のサブプライム問題，そ
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ているが，中国本土と香港との CEPA制度を活用し香港で加工した商品を「Made In HK」製品
として中国本土にゼロ関税で輸出している。さらに，香港拠点から東南アジアへと事業を拡大し













































30　常陸野ネストビール https://hitachino.cc/topics/20160819.htmlおよび Diamond Online 2016 年 9 月 3 日の
記事を参考にした。
31　2018 年 8 月香港新界火炭にある常陸野ネストビール・ブルーワリーに見学した際に得た情報による。
32　http://www.pocketpageweekly.com/gourmet/54764/からの情報による。






































ABC Cooking Studio香港は 2013 年 9 月に香港に進出し，2018 年の時点で香港に 3店舗を運営








































2017 年 11 月 12 日にフィリピンで開催された第 31 回 ASEANサミットにおいて，香港とアセ
アンは「香港・アセアン自由貿易協定」（ASEAN Hong Kong Free Trade Agreement，以下
AHKFTA）を調印した。さらに，AHKFTAを補完する役割として，「ASEAN・香港投資協定」
（ASEAN Hong Kong Investment Agreement，以下 AHKIA）も締結された。二つの協定を通じ，
①物品貿易，②サービス貿易，③投資，④経済・技術協力，⑤紛争解決の五つの分野に関する内






























2017 年の香港の対中直接投資は，契約件数が前年比 41.7％増の 1万 8,066 件，実行金額が 16％増
の 945 億 1,000 万ドルと，いずれも増加した。対中直接投資全体に占める香港のシェアは，契約











【図表 1】香港向け日本食品の輸出品目上位 10 位
品　目 金額（千円） 品　目 金額（千円）
1 乾燥なまこ（調整） 10,148,087 6 牛肉（くず肉除く） 2,025,688
2 菓子 4,627,283 7 あわび（調整） 1,980,088
3 小麦粉 3,802,686 8 清酒 1,828,942
4 清涼飲料水 2,720,825 9 りんご 1,321,103
5 煉り製品（魚肉ソーセージ等） 2,311,351 10 豚の皮 1,266,228
出所：香港貿易発展局に基づき筆者作成




中国国内の EC市場規模は，世界第 2位と市場の拡大に加え近年中国で越境 ECの市場も急速
に成長し，日系企業をはじめ中国国内の企業から大きな注目をあびている。中国のサーチ機関41
によると，2016 年における中国の越境 ECの取引額は前年比 23.5％増の 6兆 3,000 億人民元（約
150 兆円）に達し，中国の越境 EC市場が力強い伸びを示している。また，2018 年における日米



























42　経済産業省（2019）「平成 30 年度（2018 年度） 我が国におけるデータ駆動型社会に係る基盤整備 （電子商
取引に関する市場調査）」https://www.meti.go.jp/press/2019/05/20190516002/20190516002-1.pdf
21対中国アジアビジネスにおける香港拠点の新たな役割
インモール ZOZOTOWNは 2011 年に【図表 4】に示す中国 ECプラットフォーム最大手の「天
猫」に出店したものの赤字が続いていたため，出店して僅か 2年で「天猫」から撤退した。ユニ

























23,583 19,782 5,944 49,309
17.30％ 17.00％ 14.60％ 16.90％
出所：経済産業省（2019）「2018 年度電子商取引に関する市場調査」p.103





























































0％ 17％ 0％ 11.9％
＞500元 × 10％
（注 1）旧・新税制とも年間取引限度内の取引と想定。
（注 2）新制度の税率は，（関税＋増値税＋消費税）× 0.7 として算出。




































44　South China Asia Business Report Vol.70
45　香港の投資環境については，「Invest Hong Kong」（www.investhk.gov.hk）のサイトを参照されたい。
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人口（万人） 6,671 4,347 2,340









1 人当たり GDP　（米ドル） 20,419 41,407 61,965
特徴・主要産業 先端技術・イノベーション，金融，製造，海運 金融，先端製造，流通，海運 金融，不動産，海運
第三産業（％） 62％ 82％ 89.5％
港湾コンテナ取扱量（万 TEU） 6,520 766 465







例えば，中国では 2012 年 8 月より，日系企業の中国現地法人が国外商流にインボイス・ス








47　資料元は中国国際経済交流中心，粤港澳大湾区研究院「粤港澳大湾区研究報告」2017 年 6 月 29 日，中国
深圳総合開発研究院 2017 年 7 月 10 日より。
48　中国国家外貨管理局通知【匯発 [2016] 7 号】
49　同上【匯発 [2016] 103 号】
















年に共同で発表した世界の経済自由度ランキングでは，香港は総合的に 89.9 点で 23 年連続世界
一の座を維持していることが明らかとなった51。中国への返還後にもなお首位の座を維持してい
る【図表 7】。調査は世界 186 カ国・地域を対象とし，貿易，ビジネス，投資，財産権保護の４




2019 年 3 月に香港政府が「逃亡犯罪人条例」の改正案を立法会に提出したのを契機に，香港
ではデモや抗議活動が継続しており，長期化の懸念が高まっている。加えて，米中貿易摩擦およ
び中国の景気低迷も香港経済に暗い影を落としている。香港を取り巻くビジネス環境が大きく変
化する中，2019 年 9 月に香港日本人商工会議所とジェトロ香港事務所が共同で在香港の日系企業
および日本人が経営する香港の飲食業計 580 社に対して緊急アンケート調査を実施した53。調査
結果では，2019 年 9 月の時点においてデモ・抗議活動によって直接的な影響を受けている在香






施し，10 月 22 日に調査結果を公布した。詳しい調査結果は日本貿易振興機構ビジネス短信を参照されたい。



























【図表 7】 2017 年度世界経済自由度（総合ランキング）
順位 国・地域 指数 順位 国・地域 指数
1 香港 89.8 8 アラブ首長国連邦 76.9
2 シンガポール 88.6 9 アイルランド 76.7
3 ニュージーランド 83.7 10 チリ 76.5
4 スイス 81.5 10 台湾 76.5
5 オーストラリア 81.0 40 日本（▼前年 22 位） 69.6
6 エストニア 79.1 111 中国（△前年 114 位） 57.4
7 カナダ 78.5 143 インド（△前年 123 位） 52.6
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商取引に関する市場調査）」https://www.meti.go.jp/press/2019/05/20190516002/20190516002-1.pdf
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